
 

 

                  

 

 

 

 

 

 

職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防と健康管理の強化について

労使関係団体等に協力を依頼しました 

～沖縄労働局労働基準部健康安全課に職場での感染対策相談コーナーを新設～ 

 

沖縄労働局（局長 福味 恵）は、２月 16 日（火）に労使団体等に対し、

職場での新型コロナウイルス感染症への感染予防と健康管理の強化等を傘下

の事業場等に周知するよう依頼しました。併せて、新たに沖縄労働局労働基準

部健康安全課に、事業者や労働者からの相談に対応する「職場における新型コ

ロナウイルス感染拡大防止対策相談コーナー」を設置しました。労使団体等へ

の協力依頼は、今回で５回目*になります。今回、感染防止のため事業場で特

に留意すべき事項「取組の５つのポイント」（別添１）の取組状況の確認及び

テレワークの積極的な活用と新たに設置した相談コーナー（別添２）の利用等

を傘下の事業場等に働きかけるように依頼しました。 

また、労働者が就業中に新型コロナウイルス感染症により休業した場合は、

最寄りの労働基準監督署に遅滞なく労働者死傷病報告（別添４）を提出してい

ただくとともに、業務によって感染した場合は労災保険給付の対象になりま

すので、併せて当該労災保険給付の申請（別添５、６）をしていただきますよ

うお願いいたします。 

＊これまで、令和２年４月２日、８月 11 日、12 月２日、令和３年１月 18日に実施 
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【職場における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策相談コーナー】概要 

  

 

 

 

 【別添１】職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため～取組の５つのポイント～を確

認しましょう!（リーフレット） 

 【別添２】職場における新型コロナウイルス感染症防止対策相談コーナー（リーフレット） 

 【別添３】２月 16 日付け職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防及び健康管理につい

て 

 【別添４】新型コロナウイルス感染症による労働災害も労働者死傷病報告が必要です 

 【別添５】業務によって感染した場合、労災保険給付の対象となります 

 【別添６】新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に係る労災認定事例 

 

職場における新型コロナウイルス感染症対策に関する事業主と労働者からの相談に対応。 

 

■設置場所    ：沖縄労働局健康安全課 

■対応曜日・時間 ：平日（月～金曜）8：30～17：15 



職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため
～取組の５つのポイント～を確認しましょう︕

■ 職場における新型コロナウイルス感染症対策を実施するために、まず次に示
す～取組の５つのポイント～が実施できているか確認しましょう。

■ ～取組の５つのポイント～は感染防止対策の基本的事項ですので、未実
施の事項がある場合には、「職場における感染防止対策の実践例」を
参考に職場での対応を検討の上、実施してください。

■ 厚生労働省では、職場の実態に即した、実行可能な感染症拡大防止対策を検
討していただくため「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大
を防止するためのチェックリスト」を厚生労働省のホームページに掲載
していますので、具体的な対策を検討する際にご活用ください。

■ 職場における感染防止対策についてご不明な点等がありましたら、都道府県
労働局に設置された「職場における新型コロナウイルス感染拡大防止
対策相談コーナー」にご相談ください。

R3.２都道府県労働局・労働基準監督署

事業者の皆さま、労働者の皆さまへ

～取組の５つのポイント～
実施できて
いれば☑ 取組の５つのポイント

□ テレワーク・時差出勤等を推進しています。

□ 体調がすぐれない人が気兼ねなく休めるルールを定め、実行
できる雰囲気を作っています。

□ 職員間の距離確保、定期的な換気、仕切り、マスク徹底など、
密にならない工夫を行っています。

□ 休憩所、更衣室などの“場の切り替わり”や、飲食の場など
「感染リスクが高まる『５つの場面』」での対策・呼びかけ
を行っています。

□ 手洗いや手指消毒、咳エチケット、複数人が触る箇所の消毒
など、感染防止のための基本的な対策を行っています。

別添１



テレワークの積極的な活用について
 厚生労働省では、テレワーク相談センターにおける相談支援、労働時
間管理の留意点等をまとめたガイドラインの周知等を行っています。

 さらに、テレワークの導入にあたって必要なポイント等をわかりやす
くまとめたリーフレットも作成し、周知を行っています。

 こうした施策も活用いただきながら、職場や通勤での感染防止のため、
テレワークを積極的に進めてください。

リーフレットは
厚生労働省

ホームページから
ダウンロード可能です。

職場における感染防止対策の実践例
○ 体調がすぐれない人が気兼ねなく休めるルール

 感染者が発生した場合の対応
手順を定め、社内イントラ
ネットや社内報で共有した。
[手順]
①感染リスクのある社員の
自宅待機
②濃厚接触者の把握
③消毒
④関係先への通知など

手順全文は
（独）労働者健康安全機構
長野産業保健総合支援

センターホームページから
ダウンロード可能です。

新型コロナウイルス感染者が発生した場合の対応手順の作成（製造業）

サーマルシステムの導入（社会福祉法人）

 サーマルシステムを施設受
付入口に設置し、検温結果
が37.5℃以上の者の入場を
禁止している。

 本システムでは、マスクの
着用の検知を行い、マスク
の未着用者には表示と音声
で注意喚起を行う仕組みと
なっている。

○ 密とならない工夫
ＩＴを活用した対策（建設業）

 スマートフォン用
無線機を導入し、
社員同士や作業従
事者との会話に活
用。３密を避けた
コミュニケーショ
ンをとるようにし
た。

ＩＴを活用した説明会の開催（その他の事業）

 WEB方式と対面
方式併用のハイブ
リッドの説明会を
開催した。

 対面での参加者に
対しても、席の間
隔を空ける、机に
アクリル板を設置
するなどの対策を
行った。



社員食堂での対策（製造業）

 社員食堂の座席
レイアウトを変
更し、テーブル
の片側のみ使用
可とした。

 また、混雑緩和
のために、昼休
みを時差でとる
ようにした。

○ 感染リスクが高まる「５つの場面」を避ける取り組み
※ 職場では、特に「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、喫煙室など）に注意が必要

休憩所での対策（小売業）

 休憩室の机の中
央を注意喚起付
きのパーテー
ションで区切り、
座席も密となら
ないよう二人掛
けにし、対面と
ならないよう斜
めに配置した。

職場における感染防止対策の実践例

入館時の手指等の消毒（宿泊業）

 宿泊者と従業員
の感染防止のた
め、ホテル入口
の消毒液設置場
所に、靴底の消
毒のためのマッ
トを設置した。

○ 感染防止のための基本的対策
複数人が触る箇所の消毒（製造業）

 複数人が触る可
能性がある機械
のスイッチ類を
定期的に消毒す
ることを徹底し
た。

○ その他の取り組み

 建設現場に入場する外国
人向け安全衛生の資料に、
新型コロナウイルス感染
症の注意点を外国語に翻
訳したものを掲載し、周
知徹底を図った。

外国人労働者への感染防止対策の周知（建設業）



職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト

職場における新型コロナウイルス感染拡大防止対策相談コーナー連絡先

 このチェックリストは、感染症対策の実施状況について確認し、職場の実態に即した対策を
労使で検討していただくことを目的としたものです。

 職場での対策が不十分な場合やどのような対策をすればよいかわからない場合には、感染症
対策の実践例を参考に検討してください。

 項目の中には、業種、業態、職種などにより対応できないものがあるかもしれません。すべ
ての項目が「はい」にならないからといって、対策が不十分ということではありませんが、
可能な項目から工夫しましょう。

 職場の実態を確認し、全員（事業者と労働者）がすぐにできることを確実に継続して、実施
いただくことが大切です。

チェックリストは
厚生労働省

ホームページから
ダウンロード可能です。

北海道 011-709-2311 石川 076-265-4424 岡山 086-225-2013

青森 017-734-4113 福井 0776-22-2657 広島 082-221-9243

岩手 019-604-3007 山梨  055-225-2855 山口 083-995-0373

宮城 022-299-8839 長野 026-223-0554 徳島 088-652-9164

秋田 018-862-6683 岐阜 058-245-8103 香川 087-811-8920

山形 023-624-8223 静岡 054-254-6314 愛媛 089-935-5204

福島 024-536-4603 愛知 052-972-0256 高知 088-885-6023

茨城 029-224-6215 三重 059-226-2107 福岡  092-411-4798

栃木 028-634-9117 滋賀 077-522-6650 佐賀 0952-32-7176

群馬 027-896-4736 京都 075-241-3216 長崎 095-801-0032

埼玉  048-600-6206 大阪 06-6949-6500 熊本 096-355-3186

千葉 043-221-4312 兵庫 078-367-9153 大分  097-536-3213

東京 03-3512-1616 奈良 0742-32-0205 宮崎 0985-38-8835

神奈川 045-211-7353 和歌山 073-488-1151 鹿児島 099-223-8279

新潟 025-288-3505 鳥取  0857-29-1704 沖縄 098-868-4402

富山 076-432-2731 島根 0852-31-1157

平日（月～金曜日） 午前 8:30～午後 5:15受付時間

※雇用調整助成金の特例措置に関するお問い合わせはこちら
＜学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター＞ ０１２０－６０－３９９９



R3.２

事業者の皆さま、労働者の皆さまへ

「職場における新型コロナウイルス感染
拡大防止対策相談コーナー」を

全国の都道府県労働局に設置しました
～職場の感染防止対策を徹底しましょう～

厚生労働省では、都道府県労働局（47箇所）に「職場における新型コロナ
ウイルス感染拡大防止対策相談コーナー」を設置しました。
職場における新型コロナウイルス感染症対策に関する事業主と労働者の皆

さまからのご相談などに対応いたします。

都道府県労働局・労働基準監督署

職場における感染防止対策について、
ご質問やご不明な点などがありました
ら、最寄りの都道府県労働局の相談
コーナーにご相談ください。

平日（月～金曜日）
午前 8:30～午後 5:15

受付
時間

北海道 011-709-2311 石川 076-265-4424 岡山 086-225-2013
青森 017-734-4113 福井 0776-22-2657 広島 082-221-9243
岩手 019-604-3007 山梨  055-225-2855 山口 083-995-0373
宮城 022-299-8839 長野 026-223-0554 徳島 088-652-9164
秋田 018-862-6683 岐阜 058-245-8103 香川 087-811-8920
山形 023-624-8223 静岡 054-254-6314 愛媛 089-935-5204
福島 024-536-4603 愛知 052-972-0256 高知 088-885-6023
茨城 029-224-6215 三重 059-226-2107 福岡  092-411-4798
栃木 028-634-9117 滋賀 077-522-6650 佐賀 0952-32-7176
群馬 027-896-4736 京都 075-241-3216 長崎 095-801-0032
埼玉  048-600-6206 大阪 06-6949-6500 熊本 096-355-3186
千葉 043-221-4312 兵庫 078-367-9153 大分  097-536-3213
東京 03-3512-1616 奈良 0742-32-0205 宮崎 0985-38-8835
神奈川 045-211-7353 和歌山 073-488-1151 鹿児島 099-223-8279
新潟 025-288-3505 鳥取  0857-29-1704 沖縄 098-868-4402
富山 076-432-2731 島根 0852-31-1157

※雇用調整助成金の特例措置に関するお問い合わせはこちら
＜学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター＞ ０１２０－６０－３９９９

別添２



別添３ 

沖労発基 0216 第２号 

令和３年２月 16 日 

 

労使関係団体の長  あて 

 

沖縄労働局長 

（公 印 省 略） 

 

緊急事態宣言の延長を踏まえた職場における新型コロナウイルス感染症

への感染予防及び健康管理について（要請） 

 

平素より、労働行政の推進に当たっては格別の御理解、御協力を賜り、感謝申し上げ

ます。 

新型コロナウイルス感染所の拡大防止につきましては、令和３年２月２日に新型イン

フルエンザ等対策特別措置法第 32 条に基づく緊急事態宣言の延長が決定され、栃木県

を除く 10 都府県については、３月７日まで緊急事態措置の実施期間が延長されたとこ

ろです。 

また、これに伴って改正された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」

においては、「職場への出勤等」の項目において、従来の取組みに加え、「感染防止のた

めの取組み等を働きかけるため、特に留意すべき事項を提示し、事業者自らが当該事項

の遵守状況を確認するよう促す。」などの事項が新たに示されたところです。 

このような状況を踏まえ、厚生労働省では、職場における新型コロナウイルス感染症

の拡大防止に当たって、事業場において特に留意すべき事項となる「取組の５つのポイ

ント」について、あらゆる機会を捉え、管内の事業場に対して取組状況の確認を働きか

けるとともに、労働局に「職場における新型コロナウイルス感染拡大防止対策相談コー

ナー」を新たに設置し、事業主や労働者の皆様からの相談等への対応に万全を期すこと

といたしました。 

つきましては、貴団体の関係事業場に対し、「職場における新型コロナウイルス感染

拡大防止対策相談コーナー」の設置について周知いただくとともに、各事業場におい

て、リーフレット「職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため～取組の

５つのポイント～を確認しましょう！」（別添）も含めた関連資料

【https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16543.html】を活用した職場における新型コ

ロナウイルス感染防止対策の徹底が図られるよう、特段の御配慮を賜りますようお願

い申し上げます。 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16543.html


労働者が就業中に新型コロナウイルス感染症に感染・発症し、
休業した場合には、労働者死傷病報告の提出が必要となります。

事業場で働く従業員の皆様が新型コロナウイルス感染症により
休業した場合には、遅滞なく、事業場を所轄する労働基準監督署
に労働者死傷病報告を提出してください。

※ ご提出の際は、電子申請や郵送の積極的な活用をお願いいたします。

事業者は、以下のような場合には、遅滞なく、労働者死傷病報告を労働基
準監督署長に提出しなければなりません。

（労働安全衛生法第100条、労働安全衛生規則第97条）

(1)労働者が労働災害により死亡し、又は休業したとき
(2)労働者が就業中に負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、又は休業したとき
(3)労働者が事業場内又はその附属建設物内で負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、
又は休業したとき

※ 労働者死傷病報告を提出せず、若しくは、虚偽の報告をした場合は、いわゆる「労災か
くし」として、50万円以下の罰金に処されることがあります。

新型コロナウイルス感染症による労働災害も
労働者死傷病報告の提出が必要です。

https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

「労働者死傷病報告はどうやって作成すればいいの？」

労働者死傷病報告は、定められ
た様式（OCR式帳票）を用いて作
成する必要があります。
専用の様式は、最寄りの労働基

準監督署で配布しているほか、
「労働安全衛生法関係の届出・申
請等帳票印刷に係る入力支援サー
ビス」により、インターネット上
で簡単に入力し、作成した帳票を
印刷することができます。

⇒ 新型コロナウイルス感染症による場合の記載例はウラ面参照

従業員が新型コロナウイルス感染症により休業された事業者の皆様へ

～職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するために～
チェックリストを活用し、職場における感染拡大防止のための基本

的な対策の実施状況についてご確認ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/000657665.pdf

別添４
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１３１１１１２３４５６０００００００ 医療、福祉業

ウ セ イカ イ ロ ウ

医 療 法 人 厚 生 会 労

１００ × × × × ００１

千代田区霞ヶ関○-○-○
０３ ▲ ▲▲ ▲

９０２０４０１ １５ ０

３ 新型コロナウイル
ス感染による肺炎

呼吸器 勤務地内

救急病棟に勤務中、○月○日に救急患者

（後日、ＰＣＲ検査の結果陽性判定）の吸

熱の症状が見られたため、ＰＣＲ検査を実

施したところ、４月２日に陽性判定となり、

和２ ４ １０令

霞ヶ関

医療法人 厚生会労働病院

病院長 安衛 法子

ロ ウ ド ウ タ ロ ウ

働 太 郎

働 病 院

コ ド ウビ ョ ウ イ ン

× ×× ×

０

労

７０１０１０１

１２看護師

○32

○

○

引処置に当たった看護師に４月１日から発

同日から入院したもの。

勤務中は防護衣とマスクを着用していた。

事務長 厚生 太郎

記入例

法人ではなく、
事業場全体の
労働者数を記
入してください。

陽性判定日ではなく、
傷病名に記載した症
状が現われた日付
を記入してください。

記載例のとおりに記入し
てください。
※ 医師の診断結果が記載例と異
なる場合にはその内容を記入

感染から発症までの
経緯を簡潔に記入し
てください。

左記の災害発生状況
及び原因以外に記載
すべき事項がなけれ
ば記載不要です。

感染場所ではなく、
傷病名に記載した症
状が現われた場所
を記入してください。

事業場を代表する者
など、報告権限を有す
る方が記入てください。

記名・押印に代え
て、署名によるこ
とができます。

被災者が複数いる
場合は、被災者ごと
に報告する必要が
あります。

R2.5
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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に係る労災認定事例 
 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に係る労災請求のご参考となるよう、労災

認定の具体的な事例について概要をご紹介します。 

なお、各事例は、同感染症の労災認定の考え方について示した令和２年４月 28 日付

け基補発 0428 第１号「新型コロナウイルス感染症の労災補償における取扱い」（以下

「通知」といいます。）の事項に沿って、職種に着目して記載しています。 

 

１ 医療従事者等の事例（通知 記の２の（１）のア関係） 

【具体的な取扱い】 

 医師、看護師、介護従事者等の医療従事者等が新型コロナウイルスに感染した場

合は、業務外で感染したことが明らかな場合を除き、原則として労災保険給付の対

象となる。 

 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

１ 医療業 医師 

 感染経路は特定されなかったが、Ａさんは、日々多数

の感染が疑われる患者に対する診療業務に従事していた

ことが認められたことから、支給決定された。 

２ 医療業 看護師 

 感染経路は特定されなかったが、Ｂさんは、日々多数

の感染が疑われる患者に対する問診、採血等の看護業務

に従事していたことが認められたことから、支給決定さ

れた。 

３ 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

介護職員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｃさんは、介護施設

で日々複数の感染が疑われる介護利用者に対する介護業

務に従事していたことが認められたことから、支給決定

された。 

４ 医療業 理学療法士 

 感染経路は特定されなかったが、Ｄさんは、病院で日々

多数の感染が疑われる患者に対するリハビリテーション

業務に従事していたことが認められたことから、支給決

定された。 

５ 医療業 
診 療 放 射 線

技師 

 感染経路は特定されなかったが、Ｅさんは、日々多数

の感染が疑われる患者に対するＭＲＩの撮影等の画像検

査業務に従事していたことが認められたことから、支給

決定された。 

※ 上記１～５については、それぞれ一般生活での感染が明らかでなかったことが

確認されている。 

sakimay
フリーテキスト
　別添６
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２ 医療従事者等以外の労働者であって感染経路が特定された場合の事例 

（通知 記の２の（１）のイ関係） 

【具体的な取扱い】 

 感染源が業務に内在していることが明らかな場合は、労災保険給付の対象となる。 

 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

６ 

宿泊業、飲

食サービス

業 

飲食店員 

 Ａさんは、飲食店内での接客業務に従事していたが、

店内でクラスターが発生し、これにより感染したと認め

られたことから、支給決定された。 

７ 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

保育士 

 Ｂさんは、保育園で保育業務に従事していたが、園内

でクラスターが発生し、これにより感染したと認められ

たことから、支給決定された。 

８ 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

児 童 ク ラ ブ

職員 

 Ｃさんは、児童クラブで学習支援業務に従事していた

ところ、後日、児童クラブを利用する児童が、新型コロナ

ウイルスに感染していたことが確認され、当該児童から

感染したと認められたことから、支給決定された。 

９ 
ビルメンテ

ナンス業 
清掃員 

 Ｄさんは、病院で清掃業務に従事していたが、院内で

クラスターが発生し、新型コロナウイルスに感染した医

療従事者との接触により感染したことが認められたこと

から、支給決定された。 

10 建設業 建設作業員 

 Ｅさんは、勤務中、同僚労働者と作業車に同乗してい

たところ、後日、作業車に同乗した同僚が新型コロナウ

イルスに感染していることが確認され、当該同僚から感

染したと認められたことから、支給決定された。 
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３ 医療従事者等以外の労働者であって感染経路が特定されない場合の事例 

（通知 記の２の（１）のウ関係） 

【具体的な取扱い】 

 感染経路が特定されない場合であっても、感染リスクが相対的に高いと考えられ

る業務（複数の感染者が確認された労働環境下での業務や顧客等の近接や接触の機

会が多い労働環境下での業務など）に従事し、業務により感染した蓋然性が高いも

のと認められる場合は、労災保険給付の対象となる。 

 

① 複数（請求人を含む）の感染者が確認された労働環境下での業務 

（通知 記の２の（１）のウの（ア）） 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

11 製造業 
建設資材製造技

術者 

 感染経路は特定されなかったが、Ａさんは、発症前 14

日間に、会社の事務室において品質管理業務に従事して

いた際、当該事務室でＡさんの他にも、新型コロナウイ

ルスに感染した者が勤務していたことが確認された。こ

のため、Ａさんは、感染リスクが相対的に高いと考えら

れる労働環境下での業務に従事しており、私生活での行

動等から一般生活では感染するリスクが非常に低い状

況であったことが認められたことから、支給決定され

た。 

12 建設業 
工事現場施工管

理業務従事者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｂさんは、発症前 14

日間に、工事現場の事務室において現場の施工状況を管

理する業務に従事していた際、当該事務室でＢさんの他

にも、新型コロナウイルスに感染した者が勤務していた

ことが確認された。このため、Ｂさんは、感染リスクが

相対的に高いと考えられる労働環境下での業務に従事

しており、私生活での行動等から一般生活では感染する

リスクが非常に低い状況であったことが認められたこ

とから、支給決定された。 

13 建設業 営業職業従事者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｃさんは、発症前 14

日間に、会社の事務室において営業業務に従事していた

際、当該事務室でＣさんの他にも、新型コロナウイルス

に感染した者が勤務していたことが確認された。このた

め、Ｃさんは、感染リスクが相対的に高いと考えられる

労働環境下での業務に従事しており、私生活での行動等

から一般生活では感染するリスクが非常に低い状況で

あったことが認められたことから、支給決定された。 

※ 上記 11～13 については、医学専門家からは、それぞれ当該労働者の感染は業

務により感染した蓋然性が高いものと認められるとの意見であった。 
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② 顧客等の近接や接触の機会が多い労働環境下での業務 

（通知 記の２の（１）のウの（イ）） 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

14 
卸売業、小

売業 
販売店員 

 感染経路は特定されなかったが、Ａさんは、発症前 14

日間に、日々数十人と接客し商品説明等を行う等感染リ

スクが相対的に高いと考えられる労働環境下での業務

に従事しており、私生活での行動等から一般生活では感

染するリスクが非常に低い状況であったことが認めら

れたことから、支給決定された。 

15 

宿泊業、飲

食 サ ー ビ

ス業 

飲食店員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｂさんは、発症前 14

日間に、日々数十組に接客を行う等感染リスクが相対的

に高いと考えられる労働環境下での業務に従事してお

り、私生活での行動等から一般生活では感染するリスク

が非常に低い状況であったことが認められたことから、

支給決定された。 

16 
運輸業、郵

便業 
バス運転者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｃさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の乗客（県外からの乗客を含む）を

輸送・接客する等感染リスクが相対的に高いと考えられ

る労働環境下での業務に従事しており、私生活での行動

等から一般生活では感染するリスクが非常に低い状況

であったことが認められたことから、支給決定された。 

17 
運輸業、郵

便業 
タクシー運転者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｄさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の乗客（海外や県外からの乗客を含

む）を輸送・接客する等感染リスクが相対的に高いと考

えられる労働環境下での業務に従事しており、私生活で

の行動等から一般生活では感染するリスクが非常に低

い状況であったことが認められたことから、支給決定さ

れた。 

18 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

保育士 

 感染経路は特定されなかったが、Ｅさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の園児の保育や保護者と近距離で会

話を行う等感染リスクが相対的に高いと考えられる労

働環境下での業務に従事しており、私生活での行動等か

ら一般生活では感染するリスクが非常に低い状況であ

ったことが認められたことから、支給決定された。 
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番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

19 医療業 診療所事務員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｆさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の患者の受付を行う等感染リスクが

相対的に高いと考えられる労働環境下での業務に従事

しており、私生活での行動等から一般生活では感染する

リスクが非常に低い状況であったことが認められたこ

とから、支給決定された。 

20 
卸売業、小

売業 
調剤薬局事務員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｇさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の処方箋の受付を行う等感染リスク

が相対的に高いと考えられる労働環境下での業務に従

事しており、私生活での行動等から一般生活では感染す

るリスクが非常に低い状況であったことが認められた

ことから、支給決定された。 

21 
運輸業、郵

便業 
港湾荷役作業員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｈさんは、発症前 14

日間に、日々不特定多数のトラック運転手等と近距離で

会話を行う等感染リスクが相対的に高いと考えられる

労働環境下での業務に従事しており、私生活での行動等

から一般生活では感染するリスクが非常に低い状況で

あったことが認められたことから、支給決定された。 

※ 上記 14～21 については、医学専門家からは、それぞれ当該労働者の感染は業

務により感染した蓋然性が高いものと認められるとの意見であった。 

 


